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研究要旨 
本研究では、若年層に対する献血推進方策の検討と、血液製剤の需要予測に資する知見の整理を目的とし

て、医学生を対象とした参加型輸血実習の実践と評価、学生提案を反映した献血ルーム環境整備の効果検
証、ならびに新規血液製剤に関する情報収集と課題整理を行った。参加型輸血実習では、医学生の献血意識
および献血行動の向上が認められ、さらに同世代による啓発動画の活用によりその効果が強化された。立川
献血ルームにおける学生向けカフェ型スペースの実践では、献血未経験者を含む若年層との新たな接点形成
に寄与し、継続的な献血推進基盤としての可能性が示された。加えて、既存血液製剤の使用動向を踏まえる
とともに、冷蔵保存血小板、凍結乾燥血漿、低力価 O 型全血等の新規血液製剤について、将来の医療需要お
よび供給体制に影響しうる要素を整理した。以上より、若年層献血推進には参加型教育と環境整備を組み合
わせた介入が有効であり、今後はその全国展開可能性の検討と、新規製剤導入による需要構造の変化を見据
えた検討が重要である。 
 
Ａ．研究目的 

本研究の目的は、少子高齢化の進行に伴う若年献
血者の減少と、将来的な血液需給バランスの悪化が
懸念される中で、若年層に対する実効的な献血推進
方策を検討するとともに、血液製剤の需要予測に資
する情報を整理することである。具体的には、国内に
おける血液製剤の使用実態と新規血液製剤の開発動
向を把握し、将来の供給体制のあり方を検討するこ
と、ならびに医学生を対象とした参加型輸血実習や
教育資材の導入、学生提案に基づく献血ルーム環境
整備等を通じて、若年層への献血教育・啓発の有効性
を明らかにすることを目的とした。これは、厚生労働
行政における安定的な血液事業運営と適正使用推進
の両面に関わる課題である。 

 
Ｂ．研究方法 

血液製剤の使用実態については、令和 6 年度血液
製剤使用実態調査の結果をもとに、全国 9,173 施設
を対象とした調査データを解析した。回答施設は
4,831 施設で、回答率は 52.7％であった。赤血球、血
小板、新鮮凍結血漿、アルブミン製剤、免疫グロブリ
ン製剤について、施設規模別・製剤別の使用状況、自
給率の推移、適正使用の課題を検討した。あわせて、
国内外における冷蔵保存血小板、凍結乾燥血漿、低力

価 O 型全血、iPS 由来血小板等の開発動向について、
関連資料・文献を収集し、臨床的意義と国内導入上の
課題を整理した。 

若年層に対する献血教育については、東京慈恵会
医科大学 4 年次生を対象として、学内講義・輸血検
査実習と血液センター・献血ルーム訪問を組み合わ
せた輸血実習を実施した。令和 6 年度には、従来の
見学型実習を、献血体験または献血者リクルート活
動を含む参加型実習へ変更し、その教育効果を検討
した。令和 7 年度には同実習を継続するとともに、
他大学医学生が作成した約 5 分間の献血推進動画
（井手畑ら. 血液事業 2022）を学内教育に組み込み、
前年度との比較により、献血希望者数、実際の献血者
数、初回献血者数等の変化を検討した。さらに、動画
視聴後の感想を収集し、質的に分析した。 

学生提案の実装については、立川献血ルーム内に
設けられた学生向けカフェ型スペースの運用実績を
対象とし、利用者数、利用者属性、献血経験の有無、
利用目的、満足度、リピート状況、広報経路等を整理
した。これにより、献血ルームを若年層の生活導線の
中に位置づける方策としての実装可能性を評価した。 
（倫理面への配慮） 

本研究は、通常の教育実践の評価、匿名化された実
習関連データの解析、および既存資料・公開資料の整
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理を中心として実施した。学生の自由意思に十分配
慮し、個人が特定される情報は扱わず、教育上・研究
上の不利益が生じないよう配慮した。また、文献・資
料調査については公開情報および研究班関連資料を
用いて実施した。

Ｃ．研究結果 
全国調査の結果、赤血球、血小板、新鮮凍結血漿、

免疫グロブリン製剤の使用量は近年増加傾向にあり、
アルブミン製剤は減少傾向にあった。令和 6 年度調
査における総使用量は、赤血球 503.9 万単位、血小板
731.8 万単位、新鮮凍結血漿 179.3 万単位、免疫グロ
ブリン製剤 92,400g、アルブミン製剤 19,270kg であ
った。アルブミン製剤自給率は 71.1％に上昇してい
た一方、免疫グロブリン製剤自給率は 75.3％に低下
していた。アルブミン製剤では適正使用推進の効果
が示唆されたが、免疫グロブリン製剤では需要増加
に対する供給上の課題が示された。

医学生への参加型輸血実習では、令和 6 年度には
対象 108 名中 51 名が献血を希望し、32 名が実際に
献血した。そのうち 29 名が初回献血者であり、従来
の見学型実習ではほとんど認められなかった行動変
容が確認された。令和 7 年度には、他大学医学生が
作成した献血推進動画（井手畑ら. 血液事業 2022）
を導入した結果、実習参加者に占める献血希望者割
合が 55％から 72％へ有意に上昇し、実際の献血者数
は 39 名、うち初回献血者は 34 名であった。動画視
聴後の感想では、同世代学生による啓発活動への共
感、献血への心理的障壁の低下、献血制度への理解促
進が主な内容として抽出された。

立川献血ルームにおける学生向けカフェ型スペー
スの実践では、8 か月間で延べ 196 名の利用があり、
利用者の 54％は献血未経験者であった。アンケート
回答者全員が快適と回答し、リピート利用は 43％に
認められた。高校生を主要な利用層とし、学習・休憩
の場として利用されていたことから、献血ルームを
若年層の生活圏に近づけることで、献血未経験者と
の接点を形成しうることが示唆された（血液事業誌
に投稿中）。

新規血液製剤に関しては、冷蔵保存血小板、凍結乾
燥血漿、低力価 O 型全血が、外傷、心臓血管外科、
産科救急、災害時医療等における候補製剤として整
理された。とくに冷蔵保存血小板は、保存性や細菌汚

染リスク低減の観点から実用化の優先度が高いと考
えられた。一方、凍結乾燥血漿や低力価 O 型全血に
ついては、製造コスト、資材・装置、薬事承認、国内
運用体制などの課題が大きく、現時点では海外エビ
デンスの収集と国内実装可能性の整理を進める段階
にあると考えられた。

Ｄ．考察 
本研究期間を通じて、若年層に対する献血推進方

策として、医学生への参加型教育が極めて有効であ
ることが示された。従来の見学型実習では、知識は得
られても実際の献血行動に結び付きにくかったが、
献血体験または献血者リクルート活動を含む参加型
実習へ転換することで、献血希望者・実施者の増加と
いう具体的成果が得られた。さらに、同世代医学生が
作成した動画教材の導入により、共感に基づく行動
変容が促進されたことは、若年層に対するピア・エデ
ュケーションの有用性を示すものと考えられる。

また、学生提案に基づく立川献血ルームでの環境
整備は、献血そのものを目的としない来訪を許容す
ることで、献血未経験者を含む若年層との接点形成
に成功した。これは、短期的な採血数増加のみを目指
す施策とは異なり、将来的な継続献血者や献血に親
和的な層を育成する中長期的基盤整備として重要で
ある。若年層の献血離れが進むなか、教育と環境の両
面からアプローチする必要性が改めて示された。

血液製剤需要の観点からは、既存製剤の使用実態
分析により、免疫グロブリン製剤を中心とする供給
上の課題が明らかとなった一方、新規血液製剤は将
来的に従来とは異なる臨床需要を生みうることが示
唆された。すなわち、外傷・救急・災害・大量出血と
いった場面では、迅速性や保存性に優れた新規製剤
への需要が顕在化する可能性がある。したがって、今
後の需要予測においては、既存製剤の量的推移だけ
でなく、新規製剤の導入に伴う需要の質的変化を視
野に入れる必要がある。

Ｅ．結論 
研究期間全体を通じて、若年層に対する献血推進

方策として、医学生を対象とした参加型輸血実習は、
献血意識および献血行動を高める有効な教育手法で
あることが確認された。また、学生提案を反映した献
血ルーム環境整備は、献血未経験者を含む若年層と
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の接点形成に有用であり、継続的な献血推進基盤の
構築に資する可能性が示された。さらに、血液製剤需
要予測の観点からは、既存製剤の使用動向に加え、新
規血液製剤が将来の医療現場で果たしうる役割を踏
まえた検討が重要である。今後は、若年層への教育・
啓発方策の全国展開可能性を検討するとともに、新
規製剤導入に向けた制度的課題を整理し、その導入
が需要構造に及ぼす質的変化を明らかにしていく必
要がある。
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